
平成２４年度　委託調査費に関する契約状況（１０月～１２月） 様式1

【会計名：東日本大震災復興特別会計】

（単位：円）

1
愛知県名古屋市A工区に
おける平成24年度都市部
官民境界基本調査業務

（株）大興計測技術 一般競争入札 13,860,000 10月3日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-517

2
愛知県名古屋市B工区に
おける平成24年度都市部
官民境界基本調査業務

中部復建（株） 一般競争入札 12,810,000 10月3日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-518

概要 部局等名 備考番号
物品役務等の名称

及びその明細
契 約 の 相 手 方
法 人 名 称

契 約 形 態 の 別 契 約 金 額
契 約
締 結 日

3
愛知県名古屋市G工区に
おける平成24年度都市部
官民境界基本調査業務

（株）淀川アクテス 一般競争入札 11,550,000 10月5日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-519

4
愛知県名古屋市H工区に
おける平成24年度都市部
官民境界基本調査業務

日協測量設計（株） 一般競争入札 11,886,000 10月9日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-520

5
愛知県名古屋市J工区に
おける平成24年度都市部
官民境界基本調査業務

日協測量設計（株） 一般競争入札 11,534,250 10月9日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-521
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6
液状化による地盤沈下量
算出のための航空レーザ
計測及びデータ整理業務

朝日航洋（株）
随意契約（企画競

争）
9,555,000 10月12日

東日本大震災の液状化被
災地を対象に航空レーザ
計測により地盤と建物の沈
下量を計測した。

国土技術政策総合研究所
都市研究部都市計画研究
室
tel：029-864-3934

7

千葉県習志野市香澄一丁
目等区域における平成２４
年度都市部官民境界基本
調査業務

株式会社横打 一般競争入札 12,390,000 10月16日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-529

8

神奈川県横須賀市田浦町
１丁目等区域における平
成２４年度都市部官民境
界基本調査業務

三和航測（株） 一般競争入札 3,150,000 10月16日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-522

9

戸建て住宅地の液状化対
策における格子状地中壁
工法の適用に関する実験
業務

（株）竹中土木
随意契約（企画競

争）
16,065,000 10月18日

遠心模型実験により格子
状地中壁工法の格子間隔
や併用工法の効果を明ら
かにした。

国土技術政策総合研究所
都市研究部都市計画研究
室
tel：029-864-3934

10
格子状地中壁による宅地
地盤の液状化抑制効果に
関するＦＥＭ解析業務

（株）竹中工務店
随意契約（企画競

争）
15,750,000 10月24日

2次元FEM解析により、格
子状地中壁の効果を様々
な地盤条件と格子間隔の
組合せで計算し、簡易評
価シートにまとめた。

国土技術政策総合研究所
都市研究部都市計画研究
室
tel：029-864-3934
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11
平成２４年度大災害に備え
た広域的な機能分担・配
置等の検討に関する調査

株式会社三菱総合研究所 企画競争 9,954,000 10月26日

東京圏が大規模に被災し
た際等に、中枢機能を東
京圏外で継続していくため
の各種情報、資料等を収
集・分析。

国土政策局
総合計画課 調整班
tel：03-5253-8365

12

千葉県習志野市における
平成23年度都市部官民
境界基本調査業務（繰越）
（第7回変更）

第一航業（株） 変更契約 682,500 11月29日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-530

千葉県習志野市における
被災した場合における復
旧 復興事業 迅速な実 土地 建設産業局地籍整

13

千葉県習志野市における
平成24年度都市部官民
境界基本調査業務（第1
回変更）

（株）協振技建 変更契約 525,000 11月29日
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-531

14

茨城県北茨木市平潟町等
区域における平成24年度
都市部官民境界基本調査
業務（第1回変更）

昭和（株） 変更契約 ▲ 577,500 11月29日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-532

15

愛知県名古屋市６工区に
おける平成25年度都市部
官民境界基本調査業務
（第1回変更）

（株）ユニオン 変更契約 5,880,000 12月17日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-528
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16

愛知県名古屋市Ａ工区に
おける平成24年度都市部
官民境界基本調査業務
（第1回変更）

（株）大興計測技術 変更契約 2,940,000 12月17日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-523

17

愛知県名古屋市Ｂ工区に
おける平成25年度都市部
官民境界基本調査業務
（第1回変更）

中部復建（株） 変更契約 2,730,000 12月17日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-524

18

愛知県名古屋市Ｈ工区に
おける平成25年度都市部
官民境界基本調査業務
（第1回変更）

日協測量設計（株） 変更契約 2,520,000 12月17日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-526

19

愛知県名古屋市Ｇ工区に
おける平成25年度都市部
官民境界基本調査業務
（第1回変更）

（株）淀川アクテス 変更契約 2,415,000 12月17日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-525
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20

愛知県名古屋市Ｊ工区に
おける平成25年度都市部
官民境界基本調査業務
（第1回変更）

日協測量設計（株） 変更契約 2,415,000 12月17日

被災した場合における復
旧・復興事業の迅速な実
施を確保するとともに、地
域の防災・減災対策を推
進する。

土地・建設産業局地籍整
備課調査第二係
内線30-527

21

道路・宅地一体型の液状
化対策における多様な工
法の対策効果に関する３
次元ＦＥＭ解

（株）間組
随意契約（企画競

争）
24,538,500 12月27日

住宅が建ったまま行う道路
と宅地の一体的な液状化
対策工法について、主工
法、副工法の組合せ効果
を3次元FEM解析により明

国土技術政策総合研究所
都市研究部都市計画研究
室
tel：029 864 3934次元ＦＥＭ解 を3次元FEM解析により明

らかにした。
tel：029-864-3934

172,572,750


	復興特会

